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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第54期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりませ

ん。 

２．上記売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 

至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） － － 41,486,846 － － 

経常利益（千円） － － 779,797 － － 

中間純損失（千円） － － 3,383,732 － － 

純資産額（千円） － － 50,336,333 － － 

総資産額（千円） － － 68,882,175 － － 

１株当たり純資産額（円） － － 136,045.25 － － 

１株当たり中間純損失金額(円） － － 9,145.25 － － 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） － － 73.1 － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ － 2,122,134 － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ － △2,646,643 － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
－ － △370,601 － － 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
－ － 9,930,622 － － 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人) 

－ 

[－]

－ 

[－]

1,192

[2,004]

－ 

[－]

－ 

[－]



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．上記売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．第54期中間から連結財務諸表を作成しておりますので、第54期中間の持分法を適用した場合の投資損益及び

キャッシュ・フロー計算書に係る経営指標等については記載しておりません。  

回次 第52期中 第53期中 第54期中 第52期 第53期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） 39,304,130 43,331,155 41,079,143 83,006,923 84,560,196 

経常利益（千円） 2,375,305 2,742,021 1,030,160 5,735,366 2,875,724 

中間（当期）純利益又は中間純損

失（△）（千円） 
1,681,363 1,692,113 △3,134,059 3,513,372 1,718,280 

持分法を適用した場合の投資利益

又は投資損失（△）（千円） 
△34,325 45,893 － △94,520 △304,197 

資本金（千円） 6,820,000 6,820,000 6,820,000 6,820,000 6,820,000 

発行済株式総数（株） 370,000 370,000 370,000 370,000 370,000 

純資産額（千円） 51,703,019 54,546,666 50,565,835 53,245,369 54,103,849 

総資産額（千円） 69,097,954 74,461,729 69,022,549 72,983,025 71,686,649 

１株当たり純資産額（円） 139,737.89 147,423.42 136,665.53 143,852.35 146,199.59 

１株当たり中間（当期）純利益金

額又は１株当たり中間純損失金額

（△）（円） 

4,544.23 4,573.28 △8,470.45 9,441.55 4,616.97 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当額

（円） 
1,000 1,000 － 2,000 2,000 

自己資本比率（％） 74.8 73.3 73.3 73.0 75.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
579,735 △3,438,357 － 3,894,389 △3,810,135 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△788,831 △1,716,403 － △2,369,575 △3,732,843 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△278,627 △370,994 － △648,802 △741,921 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
17,348,602 13,186,532 － 18,712,208 10,427,347 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

1,124 

[1,771]

1,140 

[1,874]

1,143 

[1,935]

1,128 

[1,785]

1,128 

[1,873]



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありませんが、当中間連結会計期間より初めて中間連結財務諸表を作成することになったことに伴い、事業区分

を、「第５ 経理の状況 １．中間連結財務諸表等 (1）中間連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」の「事

業の種類別セグメント情報」に記載と同一の４区分に変更いたしました。 

 なお、従来の事業区分との比較は以下のとおりです。  

旧区分 新区分 

ゲーム施設収入事業  オペレーション・レンタル事業 

業務用ゲーム機器販売事業  製品・商品販売事業  

家庭用ゲームソフト販売事業  製品・商品販売事業  

業務用カラオケレンタル／販売事業  
オペレーション・レンタル事業  

製品・商品販売事業   

コンテンツサービス収入事業  コンテンツサービス事業  

旅行代理業及び保険代理業  その他事業  



３【関係会社の状況】 

(1）当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっております。 

 （注）有価証券報告書提出会社であります。 

(2）当中間連結会計期間より、中間連結財務諸表を作成することとなったため、以下の会社が新たに連結子会社とな

っております。  

 （注）上記の５社は、従来からの子会社が連結子会社となったものであります。 

(3）当中間連結会計期間より、中間連結財務諸表を作成することとなったため、関連会社の株式会社バルテックは、

持分法適用関連会社となりました。  

(4）当中間連結会計期間において、京セラ株式会社は、当社の全株式を売却したため、その他関係会社に該当しない

こととなりました。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の被所有割
合 

（％） 
関係内容 

（当社親会社） 

株式会社スクウェ

ア・エニックス 

東京都渋谷区 7,684,568 

ゲームソフトウェ

ア・出版物の企

画・制作・販売等 

93.7 
現在取引等はごさ

いません。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

 （％） 
関係内容 

（連結子会社） 

タイトーコリア  
韓国ソウル市  

3,300,000 

（千Won） 

アミューズメント

オペレーション及

び業務用ゲーム機

器の製造・販売 

100.0 

業務用ゲーム機器

の販売 

資金の貸付 

役員の兼任４人 

北京泰信文化娯楽有

限公司 
中国北京市  

16,617 

（千元） 

アミューズメント

レンタル  
80.0 

業務用ゲーム機器

の販売  

役員の兼任２人  

株式会社エフォート  東京都千代田区  
10,000 

（千円） 

音楽コンテンツの

企画・製作  
100.0 

音楽コンテンツの

提供  

役員の兼任４人  

株式会社タイトーア

ルト  
東京都千代田区  

35,000 

（千円） 

旅行代理業・保険

代理業  
100.0 

出張・福利厚生費

のサービス委託  

役員の兼任２人  

株式会社タイトーテ

ック  
東京都千代田区  

10,000 

（千円） 
休眠中  100.0 

現在取引等はごさ

いません。  

役員の兼任１人  



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載してお

ります。 

２．上記従業員のほかに嘱託22名を雇用しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

２．上記従業員のほかに嘱託22名を雇用しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

 オペレーション・レンタル事業 412 (1,738)

 製品・商品販売事業 371 (192)

 コンテンツサービス事業 97 (9)

 その他事業 100 (17)

 全社（共通） 212 (48)

合計 1,192 (2,004)

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 1,143 (1,935)



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 ゲーム施設運営事業において、新店は順調に推移したものの、直営既存店舗の売上が前年同期比93％と伸び悩ん

だことと、業務用ゲーム機器販売において、新製品や既存製品の出荷が伸び悩むとともに、予定していたパチスロ

機のＯＥＭ生産を受託できなかったことなどの影響により、売上高は41,486,846千円に止まりました。 

 利益面では、ゲーム施設運営事業において、中間期に集中して出店を進めたこと、前期より進めておりますメダ

ルゲーム機等への投資拡大による減価償却費の増加などにより、経常利益は779,797千円となりました。 

 また、株式会社スクウェア・エニックスの連結子会社となったことを機に、保有する資産等について見直しを進

め、当中間期において総額4,632,818千円を特別損失として計上いたしました結果、中間純損失は3,383,732千円と

なりました。 

 尚、当中間期より連結ベースでの決算開示を行っており、これに伴いセグメントの括りも従来とは異なっており

ます。また、前年同期比については単体ベースでの比較となっております。 

 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 

〔オペレーション・レンタル事業〕 

＜ゲーム施設運営事業＞ 

 新店は順調に推移し直営全店ベースでの入場者数は前年同期比106％と増加に転じるとともに収益性の高いメダ

ルゲーム機や人気の高いカードゲーム、ネット対応ゲームなどの売上が前年同期に比べ伸びたものの、ヒットアイ

テムに恵まれなかったプライズゲームの落ち込みをカバーすることができず、直営既存店の売上が前年同期比93％

と伸び悩みました。 

 新規出店では、子供たちの豊かな表現力をテーマにしたファミリーエンターテインメント施設「ラクガキ王国」

のコンセプトを水平展開し「ラクガキ王国 蘇我」（４月開設・千葉県）、「ラクガキ王国 神辺」(４月開設・広

島県)、「ラクガキ王国 三郷」（５月開設・埼玉県）を大手ＧＭＳ内に出店するとともに、ボウリング場を中心に

多彩な遊びを提供する大型エンターテインメント施設「タイトーアミューズメントシティ」のコンセプトを水平展

開し「タイトーアミューズメントシティ郡山」（７月開設・福島県）、「タイトーアミューズメントシティ仙台」

（８月開設・宮城県）の２店舗を大型複合商業施設内に開設するなど、12店舗を出店し、ご好評いただいておりま

す。 

 また、不採算店の整理では、13店舗を閉鎖し、収益改善に努めました。 

 一方、海外市場においては、将来的に成長が期待される韓国、中国でのゲーム施設運営の展開を進めております

が、当中間期は業績に貢献するまでに至りませんでした。 

＜業務用カラオケ機器事業（レンタル）＞ 

 業務用通信カラオケ「Ｌａｖｃａ（ラブカ）」の品質問題が解決し、本格出荷を再開いたしましたが、厳しい市

場環境の影響も受け、他社商品を合わせたレンタル総稼働台数は伸び悩みました。 

  

 この結果、売上高23,430,608千円、営業利益792,335千円となりました。 

  

〔製品・商品販売事業〕  

＜業務用ゲーム機器事業＞ 

 ゲーム施設市場において、プライズゲームの売上が落ち込む中、プライズゲームの定番製品としてご支持いただ

いている「カプリチオ」シリーズの出荷も伸び悩みました。 

 新製品では、インターネットを利用したレースゲーム「バトルギア４」、麻雀ゲーム「兎-野性の闘牌」の２機

種を投入いたしましたが、当初の計画までには至りませんでした。 

 パチスロ機の開発を進める関連会社の新製品の認可取得が遅れ、予定したＯＥＭ生産の受託が出来ませんでし

た。 



＜業務用カラオケ機器事業（販売）＞ 

 業務用通信カラオケ「Ｌａｖｃａ（ラブカ）」の品質問題が解決し、本格出荷を再開いたしました結果、前年同

期に比べ増収となりました。 

＜家庭用ゲームソフト事業＞ 

 当期は、当社オリジナルの新タイトル投入を下期に計画しており、当中間期は過去の自社タイトルのアレンジ、

他社開発タイトルのパブリッシングや海外メーカータイトルのローカライズなどを中心に14タイトルを投入いたし

ました。その中でも「タイトーメモリーズ上巻」「タイトーメモリーズ下巻」は、当社の過去の人気タイトルをま

とめてプレイステーション２向けに開発したもので、ご好評をいただきました。 

 一方、他社商品の取り扱いにおいては、低価格タイトル中心の出荷となり、全体としては前年同期に比べ減収と

なりました。 

＜Ｅコマース事業＞ 

 ＴＥＯＳ（タイトーエンターテインメントオンラインシステム）において、クライアント企業を順調に開拓で

き、事業規模を拡大することができました。また、オンラインショッピングや電子チケットサービスなども順調に

推移いたしました。 

 ＴＥＯＳとは、携帯電話やＰＣを使って、ＣＤやＤＶＤの音楽・映像パッケージの“社販”や“通販”を行うク

ライアント企業に対し、オンラインショッピングサイトの作成から注文・決済・在庫管理・デリバリーまでをトー

タルにサポートする新しいシステムです。 

  

 この結果、売上高13,074,723千円、営業損失85,711千円となりました。 

 

〔コンテンツサービス事業〕 

 国内の携帯電話向けコンテンツサービスでは、ゲームは着実に業績を拡大できたものの、着信メロディーの落ち

込みをカバーするまでに至りませんでした。 

 海外の携帯電話向けコンテンツサービスでは、ゲーム配信を中心に新たな市場の開拓と主要国でのチャネルの拡

大に努めるとともに、配信コンテンツのラインアップを拡充させ、順調に売上を拡大しました。 

 新たなコンテンツサービスの開拓、ＳＴＢによるカラオケ配信等、コンテンツ配信チャネルの開拓を進めまし

た。 

 この結果、売上高4,117,994千円、営業利益1,223,104千円となりました。 

  

〔その他事業〕 

  家庭用ゲームソフトの海外メーカー向けライセンス提供、他社のゲーム施設運営における業務用ゲーム機器メ

ンテナンスサービス、旅行代理業などに係る収益を計上しており、それぞれ堅調に推移いたしました。  

 この結果、売上高877,919千円、営業利益190,856千円となりました。   



(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間において現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、885,663千円減少し、9,930,622千

円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、2,122,134千円となりました。減価償却費4,436,525千円、貸倒引当金の増加額

2,217,045千円、売上債権の減少額1,232,814千円、たな卸資産の減少額1,003,671千円等の資金増加が、税金等調

整前中間純損失3,849,776千円、アミューズメント機器の取得による支出4,991,425千円等の資金支出を上回り、結

果2,122,134千円の資金増加をもたらしました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、2,646,643千円となりました。主な支出項目は、有形固定資産の取得による支

出1,630,375千円、差入保証金・建設協力金の支払による支出949,036千円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、370,601千円となりました。主な支出項目は、配当金の支払額370,198千円であ

ります。 

  

 なお、当中間連結会計期間は、中間連結財務諸表の作成初年度でありますので、前中間連結会計期間との比較を

行っておりません。  

（注）事業の状況に記載した金額には、消費税等は含まれておりません。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．当中間連結会計期間は、中間連結財務諸表の作成初年度でありますので、前中間連結会計期間との比較を行

っておりません。 

２．上記金額は、製造原価により算出したものであります。 

３．上記金額には、オペレーション・レンタル事業に使用するアミューズメント機器が含まれております。  

(2）商品仕入実績 

当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．当中間連結会計期間は、中間連結財務諸表の作成初年度でありますので、前中間連結会計期間との比較を行

っておりません。 

２．上記金額は、仕入価格で表示しております。 

３．製品・商品販売事業には、オペレーション・レンタル事業に使用するアミューズメント機器等が含まれてお

ります。  

(3）受注状況 

当社グループは、見込生産形態をとっておりますので該当事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

製品・商品販売事業 4,948,772 － 

合計 4,948,772 － 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

製品・商品販売事業 12,911,055 － 

その他事業 69,243 － 

合計 12,980,298 － 



(4）販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．当中間連結会計期間は、中間連結財務諸表の作成初年度でありますので、前中間連結会計期間との比較を行

っておりません。 

２．オペレーション・レンタル事業のうち、レンタルについて売上配分契約のあるものについては、当社グルー

プに帰属する額を収入として計上しております。 

３．総販売実績の10％以上となる相手先はありません。 

３【対処すべき課題】 

 アミューズメント産業は、情報通信技術の発達に伴う産業構造の一大変革期を迎えており、この変革の流れに対応

していくためには、商品やサービスの品揃えを拡充すると共に、コンテンツの出口を多様に確保して、総合的に取り

組むことが不可欠と考えております。 

 当社は本年９月28日付けで株式会社スクウェア・エニックスの連結子会社となったことから、今後はグループとし

ての一体的な事業展開を進め、事業構造の変革とお互いの強みを生かした新たな企業価値の創造に努めてまいりま

す。 

 当中間期は、下期以降のグループ全体としてのスピーディーな事業展開を図るべく、体制の構築と事業基盤の整備

に努めました。 

 今後はこれらの体制整備を踏まえ、早期にグループ全体でのシナジー効果を生み出してまいります。 

 また当社自体も、当中間期より連結ベースでの決算開示を行っており、国内外の子会社も含め一層の業績向上に努

めてまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次の通りであります。  

当社が許諾を受けている重要な契約 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

オペレーション・レンタル事業 23,430,608 － 

製品・商品販売事業 13,068,442 － 

コンテンツサービス事業 4,117,994 － 

その他事業 869,800 － 

合計 41,486,846 － 

契約先 国名 契約品目 契約締結年月日 契約内容 契約期間 

D-Gate Co.,Ltd. 大韓民国 

業務用カード・

ゲーム“ダイノ

キングバトルＣ

ＡＲＤ ＧＡＭ

Ｅ” 

平成17年８月17日 

Ｄ－Ｇａｔｅ社

が開発した業務

用カードゲーム

を日本国内にて

製造販売する契

約 

平成17年８月17日から

平成20年８月16日ま

で。 



５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動は、業務用ゲーム機器・ソフトの開発を行っている「ＡＭ事業本部ＡＭ開発部」、業

務用カラオケ機器・ソフトの開発を行っている「ＡＶＡ事業本部ＬＡＶＣＡ生産開発部」、家庭用ゲームソフトの開

発を行っている「メディア営業本部メディアソフト開拓部」及び「ＣＰ開発部」、携帯電話向けコンテンツの開発を

行っている「ＯＮ！ＡＩＲ事業本部ＧＡＭＥ開発部」及び「ＭＵＳＥ事業本部ＭＵＳＥ開発部」により構成されてい

ます。 

 

 当中間連結会計期間における研究開発費の総額は、1,258,674千円であり、主な研究成果は次のとおりでありま

す。 

 

〔オペレーション・レンタル事業〕 

〔製品・商品販売事業〕 

＜業務用ゲーム機器事業＞ 

 ＣＧゲーム機では、ＮＥＳＹＳ（ネットエントリーシステム）を利用したタイトルとして、漫画コミックでおなじ

みの「兎」をビデオゲーム化した麻雀ゲーム「兎オンライン－野生の闘牌」を開発しました。また、人気レースゲー

ム／バトルギアシリーズの「バトルギア４」、プライズゲーム機は、子供に人気の「あそんでゲッチュ！」シリーズ

に続き、「あつめてゲッチュ！」シリーズ「あつめてゲッチュ！トミカ」などを開発いたしました。  

  

〔コンテンツサービス事業〕 

 携帯電話向けコンテンツサービスでは、サーバ型オンラインゲーム、３Ｄサラウンド対応ゲーム、大容量アプリの

開発を進めました。  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備における重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設・拡充について完了したものは次

のとおりであります。 

①新設  

 ゲーム施設運営において、前事業年度末に計画中であった設備の新設のうち、当中間連結会計期間に完了したもの

は、「ゲーム施設内外装工事」 1,458,803千円及び「新店出店に伴う敷金保証金」 498,315千円であります。 

②拡充 

 業務用アミューズメント機器において、前事業年度末に計画中であった設備の拡充のうち、当中間連結会計期間に

完了したものは、「アミューズメント機器購入」 4,798,633千円であります。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 800,000 

計 800,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月８日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 370,000 同左  
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 370,000 同左  － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年４月１日  

～  

平成17年９月30日  

－ 370,000 － 6,820,000 － 11,101,477 



(4）【大株主の状況】 

（注）１．前事業年度末現在主要株主であった京セラ株式会社は、当中間期末では主要株主ではなくなりました。 

２．前事業年度末現在主要株主でなかった株式会社スクウェア・エニックスは、当中間期末では主要株主とな

っております。  

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社スクウェア・エニックス 東京都渋谷区代々木三丁目22番７号 346,689 93.70 

財団法人稲盛財団 
京都府京都市下京区烏丸通四条下ル水銀

屋町６２０ 
2,800 0.76 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 2,203 0.60 

ミズホインターナショナルオリジナ

ルアカウント（常任代理人 株式会

社みずほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

東京都中央区兜町６番７号 1,165 0.31 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 999 0.27 

日興シティグループ証券株式会社 
東京都港区赤坂五丁目２番20号 

赤坂パークビルヂング 
765 0.21 

クレジットスイスファーストボスト

ンヨーロッパピービーセクアイエヌ

ティノントリーティクライエント

（常任代理人 シティバンク・エ

ヌ・エイ東京支店） 

東京都品川区東品川二丁目３番14号 620 0.17 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 502 0.14 

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキュ

リティーズ（ジャパン）リミテッド

（ビー・エヌ・ピー・パリバ証券会

社） 

東京都千代田区大手町一丁目７番２号 

東京サンケイビル 
316 0.09 

林 俊亘 岐阜県土岐市下石町３５２  300 0.08 

計  － 356,359 96.31 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数」には、証券保管振替機構名義の株式が96株含まれております。 

また、「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数96個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであります。 

 （１）退任役員 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    2 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 369,995 369,995 － 

端株 普通株式    3 － － 

発行済株式総数 370,000 － － 

総株主の議決権 － 369,995 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

株式会社タイトー 
東京都千代田区平河町

二丁目５番３号 
2 － 2 0.0 

計 － 2 － 2 0.0 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 173,000 168,000 161,000 165,000 183,000 181,000 

最低（円） 137,000 152,000 150,000 148,000 149,000 163,000 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 取締役会長 －  西口 泰夫 平成17年10月７日 

 取締役 －  伊藤 謙介 平成17年10月７日 

 取締役 －  梅村 正廣  平成17年10月７日 

 取締役 －  アシャー・コーガン 平成17年10月７日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、子会社の重要性が増したことに伴い、初

めて中間連結財務諸表を作成しているため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりませ

ん。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30

日）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（自平成16年４月１日 至平成16年９月30日）及び当中間会計期間

（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けて

おります。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  9,935,622

２．受取手形及び売掛金  8,731,258

３．たな卸資産  5,076,471

４．その他  3,441,422

貸倒引当金  △408,325

流動資産合計  26,776,449 38.9

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産 ※１  

(1）アミューズメント機
器 

 13,449,728

(2）建物及び構築物  5,753,186

(3）その他  2,565,141 21,768,056

２．無形固定資産  1,951,593

３．投資その他の資産  

(1）差入保証金  15,205,405

(2）その他  7,479,948

貸倒引当金  △4,299,277 18,386,075

固定資産合計  42,105,725 61.1

資産合計  68,882,175 100.0

   
 



  
当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．支払手形及び買掛金  7,678,480

２．未払費用  4,401,072

３．賞与引当金  982,531

４．店舗閉鎖損失引当金  139,000

５．その他  2,097,079

流動負債合計  15,298,164 22.2

Ⅱ 固定負債  

１．退職給付引当金  3,041,426

２．役員退職引当金  114,737

３．その他  57,879

固定負債合計  3,214,043 4.7

負債合計  18,512,208 26.9

     

（少数株主持分）  

少数株主持分  33,633 0.0

     

（資本の部）  

Ⅰ 資本金  6,820,000 9.9

Ⅱ 資本剰余金  11,101,477 16.1

Ⅲ 利益剰余金  32,326,131 46.9

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 40,016 0.1

Ⅴ 為替換算調整勘定  49,110 0.1

Ⅵ 自己株式  △402 △0.0

資本合計  50,336,333 73.1

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 68,882,175 100.0

   



②【中間連結損益計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  41,486,846 100.0

Ⅱ 売上原価  27,524,463 66.3

売上総利益  13,962,382 33.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  13,056,435 31.5

営業利益  905,947 2.2

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息  31,934

２．受取配当金  995

３．販売奨励金  59,295

４．受取協賛金  55,205

５．その他  141,321 288,753 0.7

Ⅴ 営業外費用  

１．アミューズメント機器
処分損 

 143,287

２．たな卸資産評価損  204,108

３．その他  67,507 414,903 1.0

経常利益  779,797 1.9

Ⅵ 特別利益  

１．固定資産売却益 ※２  3,244 3,244 0.0

Ⅶ 特別損失  

１．固定資産売却損 ※３  9,067

２．固定資産除却損 ※４  105,974

３．減損損失 ※５  235,052

４．投資有価証券評価損  98,302

５．企業再編に伴う資産整
理損等 

 4,184,420 4,632,818 11.2

税金等調整前中間純損
失 

 3,849,776 △9.3

法人税、住民税及び事
業税 

 335,191

法人税等調整額  △802,129 △466,938 △1.1

少数株主利益  894 0.0

中間純損失  3,383,732 △8.2

   



③【中間連結剰余金計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  11,101,477

Ⅱ 資本剰余金中間期末残高  11,101,477

    

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  36,089,864

Ⅱ 利益剰余金減少高  

１．中間純損失  3,383,732

２．配当金  370,000

３．役員賞与金  10,000 3,763,732

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高  32,326,131

   



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

税金等調整前中間純損
失 

 △3,849,776

減価償却費  4,436,525

連結調整勘定償却額  136,438

貸倒引当金の増加額  2,217,045

賞与引当金の増加額  20,028

店舗閉鎖損失引当金の
増加額  

 139,000

受取利息及び受取配当
金 

 △32,930

アミューズメント機器
処分損 

 143,287

アミューズメント機器
の売上原価振替  

 620,964

固定資産処分損   115,042

減損損失  235,052

固定資産売却益   △3,244

投資有価証券評価損   98,302

売上債権の減少額   1,232,814

たな卸資産の減少額   1,003,671

仕入債務の増加額   66,395

その他流動資産の増加
額  

 △163,191

その他流動負債の増加
額  

 358,894

その他固定負債の減少
額  

 △2,566

為替差益  △890

役員賞与の支払額  △10,000

退職給付引当金の増加
額 

 45,028

役員退職引当金の増加
額 

 114,737

アミューズメント機器
の取得による支出 

 △4,991,425

その他  △24,803

小計  1,904,399

 



  
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

利息及び配当金の受取
額 

 32,929

還付法人税等の受取額  184,804

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 2,122,134

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △1,630,375

有形固定資産の売却に
よる収入 

 9,912

無形固定資産の取得に
よる支出  

 △369,726

無形固定資産の売却に
よる収入  

 691

貸付けによる支出  △1,344

貸付金の回収による収
入 

 1,735

差入保証金・建設協力
金の支払による支出 

 △949,036

差入保証金・建設協力
金の回収による収入 

 370,969

その他資産取得による
支出 

 △79,470

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △2,646,643

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 

自己株式の取得による
支出 

 △402

配当金の支払額  △370,198

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △370,601

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 9,447

Ⅴ 現金及び現金同等物の減
少額 

 △885,663

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 10,816,285

Ⅶ 現金及び現金同等物の中
間期末残高 

※１  9,930,622

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．連結の範囲に関す

る事項 

連結子会社の数 ５社 

連結子会社の名称 

タイトーコリア、北京泰信文化娯楽有限

公司、㈱エフォート、㈱タイトーアル

ト、㈱タイトーテック 

 なお、非連結子会社はありません。 

２．持分法の適用に関

する事項 

持分法適用の関連会社数 １社 

持分法適用の関連会社の名称 

㈱バルテック 

 なお、持分法を適用していない関連会

社はありません。  

３．連結子会社の中間

決算日等に関する

事項  

連結子会社のうち、北京泰信文化娯楽有

限公司の中間決算日は６月30日でありま

す。 

中間連結財務諸表の作成に当たって、同

社については、中間連結決算日現在で実

施した仮決算に基づく中間財務諸表を使

用しております。 

４．会計処理基準に関

する事項 

（イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

時価のないもの  

移動平均法による原価法 

② たな卸資産  

主として移動平均法による原価法 

ただし、アミューズメント機器につ

いては、個別法による原価法 

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方

法  

① 有形固定資産  

当社は定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）は定額法）を採用し、在

外連結子会社は当該国の会計基準の

規定に基づく定率法または定額法を

採用しております。   

なお、主な耐用年数は、以下のとお

りであります。  

アミューズメント機器 

３年～８年 

建物及び構築物  

３年～65年  

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 ② 無形固定資産 

定額法を採用しております。  

営業権は５年間で毎期均等償却を行

っております。自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。  

（ハ）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

当社及び連結子会社は債権の貸倒に

よる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は従業員の

賞与の支給に備えて、賞与支給見込

額の当中間連結会計期間負担額を計

上しております。 

③ 退職給付引当金 

当社は従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間末におい

て発生していると認められる額を計

上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法によりそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。 

④ 役員退職引当金 

当社は役員の退職金の支出に備え

て、役員退職金規程に基づく中間期

末要支給額を計上しております。 

⑤ 店舗閉鎖損失引当金 

当社は当中間連結会計期間に閉店を

決定した店舗の閉店により、今後発

生すると見込まれる損失について、

合理的に見積られる金額を計上して

おります。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

 （ニ）重要な外貨建の資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決

算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の

資産及び負債は、中間連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、

収益及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部における為替換算

調整勘定に含めて計上しておりま

す。 

（ホ）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

（へ）その他中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式を採用しておりま

す。  

 ５．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

における資金の範

囲 

手許現金、要求払預金、預入期間が３ヶ

月以内の定期預金及び取得日から３ヶ月

以内に償還期限が到来し、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短期投資からな

っております。  



追加情報  

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計

基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。これにより減損損失を235,052千円計上して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結

財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除してお

ります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係）  

 当中間連結会計期間末  

 （平成17年９月30日）  

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、55,703,690千円

であります。 

 ２ 保証債務 

 当社業務用オーディオビジュアル機器販売先（42

社）のリース会社２社に対するリース料債務78,133

千円について債務保証しております。 

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行６行とコミットメントライン契約を締結しており

ます。これらの契約に基づく当中間連結会計期間末

の借入未実行残高は、次のとおりであります。 

コミットメントライン契約の総額 7,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 7,000,000千円



（中間連結損益計算書関係）  

 当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日  

 至 平成17年９月30日） 

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 4,901,139千円

賞与引当金繰入額 934,015千円

退職給付費用 477,055千円

役員退職引当金繰入額 11,603千円

貸倒引当金繰入額 11,130千円

※２  固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物 3,244千円

※３  固定資産売却損の内訳 

電話加入権 9,067千円

※４  固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 102,117千円

工具器具備品他 3,857千円

※５  減損損失 

 当中間連結会計期間において、当社グループは以

下の資産グループについて減損損失を計上しており

ます。 

 当社グループは、事業の種類別セグメントを基礎と

して事業の業績を勘案して事業用資産をグルーピング

しており、事業の用に直接供していない遊休資産につ

いては個々にグルーピングしております。 

 事業用資産については減損の兆候がありませんでし

たが、上記の資産グループについては、遊休状態であ

り、帳簿価額に対し市場価格が著しく下落しており、

今後の使用見込みが未確定なため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（235,052

千円）として特別損失に計上いたしました。 

 その内訳は、建物100,347千円、土地172千円、借地

権87,402千円、電話加入権47,129千円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額の算定にあた

っては、賃貸用不動産については正味売却価額又は使

用価値を適用し、遊休資産等については正味売却価額

を適用しております。正味売却価額は原則として市場

取引価額に基づいておりますが、重要性のない物件に

ついては、固定資産税評価額に基づいております。ま

た、使用価値の算定にあたっての割引率は、1.75％を

使用しております。 

場所 用途 種類 

神奈川県横浜市 遊休資産 建物 

広島県広島市 賃貸用不動産 建物 

静岡県賀茂郡松崎町 遊休資産  土地  

広島県広島市 賃貸用不動産 借地権  

東京都千代田区他 遊休回線  電話加入権 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

 （平成17年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 9,935,622千円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△5,000千円 

現金及び現金同等

物 
9,930,622千円 

 ２．アミューズメント機器の取

得・処分等について 

有形固定資産に計上されてお

りますアミューズメント機器

につきましては、その取得・

処分等は当社グループにおい

て営業活動の一環と考えられ

るため、キャッシュ・フロー

計算書上、これらは「営業活

動によるキャッシュ・フロ

ー」の区分に含めて記載して

おります。  



（リース取引関係）  

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

（注）取得価額相当額は、有形固定資産の中

間期末残高等に占める未経過リース料

中間期末残高の割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

 建物 1,278,225 110,340 1,167,885 

 工具器具備品 1,748,250 962,564 785,686 

合計 3,026,476 1,072,905 1,953,571 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 429,782千円 

１年超 1,523,789千円 

合計 1,953,571千円 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、有形固定資産の中間期末残高等に

占めるその割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。  

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 266,664千円 

減価償却費相当額 266,664千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法により算定しておりま

す。 



（有価証券関係）  

当中間連結会計期間 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券 

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価評価されていない株式について98,302千円減損処理を行っ

ております。 

なお、時価のない有価証券の減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における該当会社の１株当たり純資産

額が、１株当たり帳簿価額を50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％下落した場合には回復

可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

（デリバティブ取引関係）  

当中間連結会計期間 （自 平成17年４月１日  至 平成17年９月30日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

株式 108,016 175,158 67,142 

合計 108,016 175,158 67,142 

 当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 53,366 

非上場外国債券 361 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品または商品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。  

２．各事業区分の主要製品及び事業内容 

(1）オペレーション・レンタル事業・・・ゲーム施設運営及び業務用ゲーム機器・業務用カラオケ機器のレ

ンタル 

(2）製品・商品販売事業・・・・・・・・業務用ゲーム機器、業務用カラオケ機器及び家庭用ゲームソフト

の開発・製造及び販売、オンラインショッピング、電子チケット

サービス 

(3）コンテンツサービス事業・・・・・・ネットワークコンテンツサービス、コンテンツの開発及び提供 

(4）その他事業・・・・・・・・・・・・当社製品の販売許諾、業務用ゲーム機器のメンテナンスサービス

及び旅行代理業 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,218,500千円であり、その主な

ものは、企業イメージ広告宣伝費及び当社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】  

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

【海外売上高】  

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

オペレー
ション・
レンタル
事業 
（千円） 

製品・商
品販売事
業 

（千円） 

コンテン
ツサービ
ス事業 
（千円）  

その他事
業 

 （千円） 

計 
 （千円） 

消去又は
全社 

 （千円） 

連結 
（千円） 

売上高        

(1）外部顧客に対する

売上高 
23,430,608 13,068,442 4,117,994 869,800 41,486,846 － 41,486,846

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

－ 6,281 － 8,119 14,400 (14,400) －

計 23,430,608 13,074,723 4,117,994 877,919 41,501,246 (14,400) 41,486,846

営業費用 22,638,272 13,160,435 2,894,889 687,062 39,380,660 1,200,237 40,580,898

営業利益又は営業損失

（△） 
792,335 △85,711 1,223,104 190,856 2,120,585 (1,214,637) 905,947



（１株当たり情報）  

 （注） １株当たり中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象）  

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産

額 
136,045円25銭

１株当たり中間純

損失金額 
9,145円25銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。  

 
当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

中間純損失金額（千円） 3,383,732 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

（うち利益処分による役員賞与金） （－）  

普通株式に係る中間純損失（千円） 3,383,732 

期中平均株式数（株） 369,999 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ．流動資産           

１．現金及び預金  13,191,532   9,630,265   10,432,347   

２．受取手形  2,615,839   1,836,518   1,537,883   

３．売掛金  9,080,722   6,855,591   8,408,793   

４．たな卸資産  5,923,618   5,066,569   5,915,287   

５．繰延税金資産  778,000   1,194,000   680,000   

６．その他  1,813,417   2,835,693   2,240,000   

貸倒引当金  △262,814   △414,561   △167,254   

流動資産合計   33,140,316 44.5  27,004,077 39.1  29,047,057 40.5 

Ⅱ．固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．アミューズメン
ト機器  11,880,960   13,126,822   12,578,734   

２．建物  4,939,760   5,709,392   5,020,591   

３．その他  2,465,088   2,646,932   2,681,190   

有形固定資産合計  19,285,810   21,483,147   20,280,517   

(2）無形固定資産  1,694,918   1,543,476   1,568,186   

(3）投資その他の資産           

１．差入保証金  14,275,889   15,165,751   14,882,971   

２．建設協力金  2,126,749   2,325,147   2,055,894   

３．繰延税金資産  2,204,788   2,427,000   2,123,000   

４．その他  3,515,654   3,373,226   4,059,413   

貸倒引当金  △1,782,397   △4,299,277   △2,330,390   

投資その他の資産
合計  20,340,684   18,991,847   20,790,888   

固定資産合計   41,321,412 55.5  42,018,471 60.9  42,639,592 59.5 

資産合計   74,461,729 100.0  69,022,549 100.0  71,686,649 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ．流動負債           

１．支払手形  2,973,150   2,452,341   2,164,854   

２．買掛金  6,645,337   5,194,000   5,541,481   

３．未払費用  3,678,670   4,402,897   4,101,023   

４．未払法人税等  1,294,000   397,000   －   

５．賞与引当金  1,020,000   980,000   960,000   

６．店舗閉鎖損失引当
金   －   139,000   －   

７．その他 ※２ 1,078,309   1,677,098   1,758,262   

流動負債合計   16,689,467 22.4  15,242,337 22.1  14,525,622 20.2 

Ⅱ．固定負債           

１．退職給付引当金  3,162,861   3,041,426   2,996,398   

２．役員退職引当金   －   114,737   －   

３．預り保証金  62,734   58,213   60,779   

固定負債合計   3,225,595 4.3  3,214,376 4.6  3,057,177 4.3 

負債合計   19,915,062 26.7  18,456,714 26.7  17,582,800 24.5 

           

（資本の部）           

Ⅰ．資本金   6,820,000 9.2  6,820,000 9.9  6,820,000 9.5 

Ⅱ．資本剰余金           

１．資本準備金  11,101,477   11,101,477   11,101,477   

資本剰余金合計   11,101,477 14.9  11,101,477 16.1  11,101,477 15.5 

Ⅲ．利益剰余金           

１．利益準備金  527,649   527,649   527,649   

２．任意積立金  33,675,918   34,672,314   33,675,918   

３．中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△） 

 2,259,067   △2,595,221   1,915,234   

利益剰余金合計   36,462,636 49.0  32,604,743 47.2  36,118,802 50.4 

Ⅳ．その他有価証券評価
差額金   162,552 0.2  40,016 0.1  63,568 0.1 

Ⅴ．自己株式   － －  △402 △0.0  － － 

資本合計   54,546,666 73.3  50,565,835 73.3  54,103,849 75.5 

負債及び資本合計   74,461,729 100.0  69,022,549 100.0  71,686,649 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ．売上高   43,331,155 100.0  41,079,143 100.0  84,560,196 100.0 

Ⅱ．売上原価   27,464,033 63.4  27,102,413 66.0  55,029,723 65.1 

売上総利益   15,867,121 36.6  13,976,730 34.0  29,530,473 34.9 

Ⅲ．販売費及び一般管理
費   13,102,333 30.2  12,904,711 31.4  26,622,487 31.5 

営業利益   2,764,788 6.4  1,072,018 2.6  2,907,985 3.4 

Ⅳ．営業外収益 ※１  228,279 0.5  344,558 0.8  490,476 0.6 

Ⅴ．営業外費用 ※２  251,047 0.6  386,417 0.9  522,737 0.6 

経常利益   2,742,021 6.3  1,030,160 2.5  2,875,724 3.4 

Ⅵ．特別利益   － －  3,244 0.0  213,447 0.2 

Ⅶ．特別損失 ※３  154,159 0.3  4,635,171 11.3  287,338 0.3 

税引前中間（当
期）純利益又は純
損失（△） 

  2,587,862 6.0  △3,601,767 △8.8  2,801,833 3.3 

法人税、住民税及
び事業税  1,009,970   334,327   950,890   

法人税等調整額  △114,221 895,748 2.1 △802,035 △467,708 △1.2 132,662 1,083,553 1.3 

中間（当期）純利
益又は純損失
（△） 

  1,692,113 3.9  △3,134,059 △7.6  1,718,280 2.0 

前期繰越利益   566,954   538,838   566,954  

中間配当額   －   －   370,000  

中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△） 

  2,259,067   △2,595,221   1,915,234  

           



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

税引前中間（当期）
純利益 

 2,587,862 2,801,833 

減価償却費  3,771,001 8,867,397 

貸倒引当金の増加額  28,969 481,403 

賞与引当金の増加額
（△減少額） 

 10,000 △50,000 

退職給付引当金の増
加額 

 183,778 371,152 

受取利息及び受取配
当金 

 △24,738 △48,851 

アミューズメント機
器処分損 

 126,740 219,407 

アミューズメント機
器の売上原価振替 

 495,536 834,554 

為替差益  △79 △39 

固定資産処分損  56,897 92,814 

退職給付信託設定
益  

 － △213,447 

売上債権の増加額  △2,600,969 △1,216,095 

たな卸資産の増加額  △1,815,341 △1,807,010 

仕入債務の増加額
（△減少額） 

 1,543,389 △25,845 

その他流動資産の増
加額 

 △416,386 △865,453 

その他流動負債の増
加額 

 168,790 1,109,281 

その他固定負債の減
少額 

 △670 △2,626 

役員賞与の支払額  △20,000 △20,000 

アミューズメント機
器の取得による支出 

 △5,181,904 △10,765,510 

その他  － △7,972 

小計  △1,087,124 △245,007 

利息及び配当金の受
取額 

 24,737 45,763 

法人税等の支払額  △2,375,970 △3,610,890 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △3,438,357 △3,810,135 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

定期預金の預入によ
る支出 

 － △5,000 

定期預金の払戻によ
る収入 

 － 5,000 

有形固定資産の取得
による支出 

 △1,024,474 △1,867,697 

有形固定資産の売却
による収入 

 3,009 17,240 

無形固定資産の売却
による収入 

 1,302 1,699 

投資有価証券の取得
による支出 

 － △1,360 

関係会社株式の取得
による支出 

 △321,289 △321,289 

貸付けによる支出  △921 △2,483 

関係会社貸付けによ
る支出 

 － △498,899 

貸付金の回収による
収入 

 2,683 4,118 

差入保証金・建設協
力金の支払による支
出 

 △550,976 △1,672,324 

差入保証金・建設協
力金の回収による収
入 

 339,291 924,412 

営業権の取得による
支出 

 － △56,873 

その他資産の取得に
よる支出 

 △165,028 △259,384 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △1,716,403 △3,732,843 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

配当金の支払額  △370,994 △741,921 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △370,994 △741,921 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 79 39 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
減少額 

 △5,525,676 △8,284,861 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 18,712,208 18,712,208 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 13,186,532 10,427,347 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

商品、製品 

移動平均法による原価法 

ただし、アミューズメント

機器については、個別法に

よる原価法 

原材料、仕掛品 

移動平均法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く)については

定額法）を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は、以下

のとおりであります。 

アミューズメント機器 

３年～８年 

建物 

３年～65年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

営業権は５年間で毎期均等 

償却を行っております。 

自社利用のソフトウェアに 

ついては、社内における利 

用可能期間（５年）に基づ 

く定額法を採用しておりま 

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

 同左 

 (3）長期前払費用 

定額法を採用しております。 

 (3）長期前払費用 

同左 

 (3）長期前払費用 

同左  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備え

て、賞与支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

にあてるため、支給対象期間

に対応する支給見込額を計上

しております。 

 (3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

なお、会計基準変更時差異

(1,405,513千円)については、

５年による按分額を費用処理

しております。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理することとしておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理することとしておりま

す。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異

(1,405,513千円)については、

５年による按分額を費用処理

しております。 

数理計算上の差異は、各期の

発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法によ

りそれぞれ発生年度の翌年か

ら費用処理することとしてお

ります。 

 ─────── (4）役員退職引当金 

役員の退職金の支出に備え

て、役員退職金規程に基づく

中間期末要支給額を計上して

おります。  

─────── 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ─────── (5）店舗閉鎖損失引当金 

当中間会計期間に閉店を決定

した店舗の閉店により、今後

発生すると見込まれる損失に

ついて、合理的に見積られる

金額を計上しております。  

（追加情報）  

店舗の閉鎖に伴う費用につい

ては、従来、発生時に費用処

理をしていましたが、当中間

会計期間より金額的重要性が

増したため、将来支出が見込

まれる額を店舗閉鎖損失引当

金として計上しております。

この結果、従来の方法によっ

た場合に比較して、税引前中

間純損失は139,000千円多く計

上されております。 

─────── 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲は、手許現金、

要求払預金、預入期間が３ヶ月以

内の定期預金及び取得日から３ヶ

月以内に償還期限が到来し、容易

に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負

わない短期投資からなっておりま

す。 

───── キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲は、手許現金、要求

払預金、預入期間が３ヶ月以内の

定期預金及び取得日から３ヶ月以

内に償還期限が到来し、容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わな

い短期投資からなっております。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式を採用して

おります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───────  （役員退職引当金の計上方法の変更） ─────── 

 

 役員退職引当金は、従来、支出時の

費用として処理しておりましたが、当

中間会計期間より役員退職金規程に基

づく中間期末要支給額を役員退職引当

金として計上する方法に変更しており

ます。 

 この変更は、親会社（株式会社スク

ウェア・エニックス）の会計方針に合

わせるために当中間会計期間より適用

したものであります。 

 この変更に伴い、当期発生額11,603

千円は販売費及び一般管理費に、過年

度相当額127,665千円は特別損失に計

上しております。 

 この結果、従来の方法によった場合

に比べ、営業利益及び経常利益は

12,928千円増加し、税引前当期純損失

は114,737千円増加しております。  

 

───────  （固定資産の減損に係る会計基準） ─────── 

 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引

前中間純損失は235,052千円増加して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 

 55,274,983千円  55,792,572千円  56,965,257千円 

※２ 消費税等の取扱い ※２ 同左 ※２ ───── 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

    

 ３ 保証債務  ３ 保証債務  ３ 保証債務 

 １．当社業務用オーディオビジュアル

機器販売先（３８社）のリース会

社２社に対するリース料債務

92,304千円について債務保証して

おります。 

 １．当社業務用オーディオビジュアル

機器販売先（４２社）のリース会

社２社に対するリース料債務

78,133千円について債務保証して

おります。 

 １．当社業務用オーディオビジュアル

機器販売先（４４社）のリース会

社１社に対するリース料債務

89,694千円について債務保証して

おります。 

 ２．金融機関より融資を受けている

（株）ドリーミュージックの借入

金200,000千円について債務保証し

ております。 

   ２．金融機関より融資を受けている

（株）ドリーミュージックの借入

金200,000千円について債務保証し

ております。 

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行とコミットメント

ライン契約を締結しております。これ

らの契約に基づく当中間会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

コミットメントラ

イン契約の総額 
3,500,000千円 

借入実行残高 －千円 

 差引額 3,500,000千円 

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行とコミットメント

ライン契約を締結しております。これ

らの契約に基づく当中間会計期間末の

借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

コミットメントラ

イン契約の総額 
7,000,000千円

借入実行残高 －千円

 差引額 7,000,000千円

 ４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行６行とコミットメント

ライン契約を締結しております。これ

らの契約に基づく当事業年度末の借入

未実行残高は次のとおりであります。 

コミットメントラ

イン契約の総額 
7,000,000千円

借入実行残高 －千円

 差引額 7,000,000千円



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

 受取利息 22,524千円  受取利息 40,628千円  受取利息 45,377千円 

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

 アミューズメント

機器処分損 
126,740千円 

たな卸資産評価損 48,765千円 

 アミューズメント

機器処分損 
114,949千円 

たな卸資産評価損 204,108千円 

 アミューズメント

機器処分損 
219,407千円 

たな卸資産評価損 168,209千円 

※３ 特別損失の主要項目 ※３ 特別損失の主要項目 ※３ 特別損失の主要項目 

 固定資産除却損

（建物） 
40,514千円 

退職給付会計基準

変更時差異 
97,261千円 

 固定資産除却損

（建物） 
104,470千円 

減損損失  235,052千円 

企業再編に伴う資

産整理損等  
4,184,420千円 

企業再編に伴う資産整理損等

4,184,420千円の明細は以下の通り

であります。  

貸倒引当金繰入額 2,024,250千円 

棚卸資産整理損  963,269千円 

関係会社貸倒引当

金繰入額  
287,766千円 

店舗閉鎖損失引当

金繰入額 
139,000千円 

役員退職引当金繰

入額  
127,665千円 

その他 642,469千円 

 固定資産除却損

（建物） 
65,769千円 

退職給付会計基準

変更時差異 
194,523千円 

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 

 有形固定資産 3,479,768千円 

無形固定資産 210,104千円 

 有形固定資産 4,146,544千円 

無形固定資産 237,961千円 

 有形固定資産 8,268,492千円 

無形固定資産 432,439千円 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ───────  ５ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を計上

しております。 

  当社は、事業の種類別セグメントを基

礎として事業の業績を勘案して事業用資

産をグルーピングしており、事業の用に

直接供していない遊休資産については

個々にグルーピングしております。 

 事業用資産については減損の兆候があ

りませんでしたが、上記の資産グループ

については、遊休状態であり、帳簿価額

に対し市場価格が著しく下落しており、

今後の使用見込みが未確定なため、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（235,052千円）として

特別損失に計上いたしました。 

 その内訳は、建物100,347千円、土地

172千円、借地権87,402千円、電話加入

権47,129千円であります。 

 なお、当資産グループの回収可能価額

の算定にあたっては、賃貸用不動産につ

いては正味売却価額又は使用価値を適用

し、遊休資産等については正味売却価額

を適用しております。正味売却価額は原

則として市場取引価額に基づいておりま

すが、重要性のない物件については、固

定資産税評価額に基づいております。ま

た、使用価値の算定にあたっての割引率

は、1.75％を使用しております。 

場所 用途 種類 

神奈川県横

浜市 
遊休資産 建物 

広島県広島

市 

賃貸用不

動産  
建物 

静岡県賀茂

郡松崎町 
遊休資産  土地  

広島県広島

市 

賃貸用不

動産  
借地権  

東京都千代

田区他 
遊休回線  

電話加

入権  

  ───────  



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金中間

期末残高 
13,191,532千円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△5,000千円 

現金及び現金同等

物の中間期末残高 
13,186,532千円 

現金及び預金期末

残高 
10,432,347千円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△5,000千円 

現金及び現金同等

物の期末残高 
10,427,347千円 

２．アミューズメント機器の取得・

処分等について 

２．     同左 

有形固定資産に計上しておりま

すアミューズメント機器につき

ましては、その取得・処分等は

当社において営業活動の一環と

考えられるため、キャッシュ・

フロー計算書上、これらは「営

業活動によるキャッシュ・フロ

ー」の区分に含めて記載してお

ります。 

 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

工具器具備品 2,130,405 1,255,254 875,151 

合計 2,130,405 1,255,254 875,151 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

建物 1,278,225 110,340 1,167,885 

工具器具備品 1,748,250 962,564 785,686 

合計 3,026,476 1,072,905 1,953,571 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

建物 695,796 43,017 652,778 

工具器具備品  1,826,468 1,104,745 721,723 

合計 2,522,264 1,147,762 1,374,502 

（注）取得価額相当額は、有形固定資産の中

間期末残高等に占める未経過リース料

中間期末残高の割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

同左 （注）取得価額相当額は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース料期末

残高の割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 408,226千円 

１年超 466,925千円 

合計 875,151千円 

１年内 429,782千円 

１年超 1,523,789千円 

合計 1,953,571千円 

１年内 432,466千円 

１年超 942,036千円 

合計 1,374,502千円 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、有形固定資産の中間期末残高等に

占めるその割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、有

形固定資産の期末残高等に占めるその

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 245,019千円 

減価償却費相当額 245,019千円 

支払リース料 266,664千円 

減価償却費相当額 266,664千円 

支払リース料 514,811千円 

減価償却費相当額 514,811千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法により算定しておりま

す。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券 

 

前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

株式 248,405 521,144 272,739 

合計 248,405 521,144 272,739 

 前中間会計期間末（平成16年９月30日現在） 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 473,561 

関連会社株式 0 

(2）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 176,127 



当中間会計期間 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券 

 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

株式 108,016 214,675 106,659 

合計 108,016 214,675 106,659 

 前事業年度（平成17年３月31日現在） 

 貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 473,561 

関連会社株式 0 

(2）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 151,667 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間 （自 平成16年４月１日  至 平成16年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度 （自 平成16年４月１日  至 平成17年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

関連会社に対する投資の

金額 
0千円 0千円 

持分法を適用した場合の

投資の金額 
－千円 －千円 

持分法を適用した場合の

投資利益（△損失）の金

額 

45,893千円 △304,197千円 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産

額 
147,423円42銭

１株当たり中間純

利益金額 
 4,573円28銭

１株当たり純資産

額 
 136,665円53銭

１株当たり中間純

損失金額 
8,470円45銭

１株当たり純資産

額 
 146,199円59銭

１株当たり当期純

利益金額 
   4,616円97銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（千円） 
1,692,113 △3,134,059 1,718,280 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 10,000 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－）  (10,000)  

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は中間純損失（△）（千円） 
1,692,113 △3,134,059 1,708,280 

期中平均株式数（株） 370,000 369,999 370,000 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第53期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月23日関東財務局長に提出。 

(2）意見表明報告書 

平成17年８月23日関東財務局長に提出。 

発行者である会社以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第25条に基づく意見表明報告書であ

ります。  

(3）臨時報告書 

平成17年９月28日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（主要株主

の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

(4）臨時報告書 

平成17年11月２日関東財務局長に提出。 

証券取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成

績に著しい影響を与える事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２日

株 式 会 社 タ イ ト ー 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社タイト

ーの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連

結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社タイトー及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 直 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村   源 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 轟   茂 道 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月３日

株 式 会 社 タ イ ト ー 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社タイト

ーの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５３期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社タイトーの平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年

９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 津 靖 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 直 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 轟   茂 道 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２日

株 式 会 社 タ イ ト ー 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社タイト

ーの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５４期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社タイトーの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、役員退職引当金を、従来、支出時の費用と

して処理していたが、当中間会計期間より役員退職金規程に基づく中間期末要支給額を役員退職引当金として計上する方法に変

更した。 

 ２．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間より固定資産の減損に係る

会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 秋 山 直 樹 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 村   源 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 轟   茂 道 
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